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農業・点検・災害対策等に関わる方向け

改正航空法の解説
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◼ ドローンとは

皆さんはドローンをどう定義しますか？

航空法の定義によると、、、

「無人であり、遠隔操作または自動操縦で飛行できる、100g以上の重量の機体」

➢ ラジコンヘリや固定翼の無人飛行機も含まれる

ドローンとは

無人

遠隔操作

簡単

活用が広
がっている

空を飛ぶ

便利プロペラ
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航空法改正で義務化されたことが増加

例えば・・・

「農薬散布する農家の方」 「人口集中地区で点検する方」 「目視外（監視員なし）で動画撮影」

のような飛行を行う方は下記などが義務化されています！

➢ 法律を守って安全に飛行させられるよう、航空法改正のポイントを解説します！

航空法、守れていますか？

DIPS2.0での
飛行計画通報

飛行日誌の作成 事故報告の義務

30万円以下の罰金 10万円以下の罰金 30万円以下の罰金

違反した場合・・・

義務化された事項の例
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◼ 2022年度中にドローンの有人地帯での目視外飛行(＝レベル４飛行）を実現するため、
機体の安全性を認証する制度や操縦者の技能を証明する制度等の詳細な制度設計を進めた

◼ その他、利用者利便の向上のために各種システムの更新、規制合理化が行われた

➢ レベル4飛行を行わない方も影響のある改正が実施

➢ 特に運行ルールの適用についてはすべてのドローン事業者が対応を求められる

航空法改正の経緯

レベル４飛行の実現

機体認証制度の開始 運行ルールの適用
国家ライセンス制度の

創設

航空法
改正
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そもそも飛行レベルとは何か？

目視内/外、無人地帯/有人地帯の別で運用形態を分類したもの

今回改正でレベル4飛行（有人地帯における目視外飛行）が解禁

➢ 将来的には人口密集地でのイベント上空飛行やドローン物流ができるようになる可能性

レベル4飛行の解禁

無人地帯
（離島や山間部）

有人地帯

目視内（目視外補助者あり含む） 目視外（補助者なし）

レベル1

目視内での
操縦飛行

・空撮
・農薬散布
・測量
など操縦して飛ばすもの

レベル2

目視内での
自動飛行

・農薬散布
・ソーラーパネル点検
など自動で飛ばすもの

レベル3
無人地帯における目視外飛行

離島や山間部で物流ドローン等
を飛ばすもの

レベル4
有人地帯における目視外飛行

第三者上空を通過する物流、
雑踏の警備など

今回改正で解禁
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レベル分けの基準となる有人地帯上空とは？

第三者立入禁止措置が行われていないエリアのこと

➢ ドローンの飛行に関係のある人物以外の上を飛行することを有人地帯上空飛行

→ 第三者の立ち入りを完全に排除することが出来ればレベル１～3飛行となる

有人地帯上空について（参考）

引用：国土交通省 登録講習機関 FAQ
「https://www.mlit.go.jp/common/001510309.pdf」

https://www.mlit.go.jp/common/001510309.pdf
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人口集中地区（DID）とは？

国勢調査をもとに人口密度4,000人/㎢の地域が連続している場所を指定

国土地理院HPより確認可能

（地理院地図 / GSI Maps｜国土地理院）

右図赤塗場所がDID地区

➢ 今回のレベル4飛行解禁により、

こうしたエリアでの第三者上空飛行も可能に

→各地区との医薬品輸送、イベント時の

上空警備等もできる時代が来る

人口集中地区について（参考）

http://maps.gsi.go.jp/?ll=35.603719,139.654083&z=9&base=std&ls=did2010&disp=1&cd=f3&vs=c1j0l0u0&d=l#9/36.163379/139.427490/&base=std&ls=std%7Cdid2010&blend=0&disp=11&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1&d=m
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運行管理要件（運行ルール）の創設

・安全確保を目的としてすべての飛行いずれにも共通で求める共通運航ルール

・レベル４飛行については運航管理体制を個別に確認

→飛行ごとに国交省が個別判断する

新たに定められた運行ルール

引用：国土交通省 レベル４飛行実現に向けた新たな制度整備
「https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf」

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf
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特定飛行とは？

→ 空域と飛行の方法で判断される

◼ 空域について

・ 空港等の周辺

・ 人口集中地区（DID）の上空

・ 150ｍ以上の上空

・ 緊急用務空域

◼飛行の方法について

・ 夜間での飛行

・ 目視外での飛行

・ 人または物件と距離を確保できない飛行

・ 催し場所上空での飛行

・ 危険物の輸送

・ 物件の投下（散布等含む）

➢ 上記空域・飛行の方法に該当するものがあれば「特定飛行」と呼ぶ

特定飛行の要件について(参考）

引用：国土交通省 無人航空機の飛行許可・承認手続
「https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html」

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html
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飛行計画の通報の方法

DRS（機体登録）、DIPS（飛行許可申請）、FISS（飛行計画通報）と3つに分かれていた申請

システムを一元化

→DIPS2.0ですべての申請が可能（※飛行許可申請後に飛行計画通報が必要なのは変更なし）

➢ 特定飛行の通報を怠った場合、30万円以下の罰金

国交省は特定飛行以外も含めた、すべての飛行で飛行計画の通報を推奨

➢ NTTイードローンではDIPS2.0の申請方法のお悩みにもお答えしています

弊社HP：【レンタルユーザーへ】DIPS2.0による「飛行計画承認」「飛行計画通報」に必要な手続きについて (nttedt.co.jp)

飛行計画の通報（DIPS2.0）

引用：国土交通省 ドローン情報基盤システムとは
「https://www.mlit.go.jp/koku/koku_ua_dips.html」

https://www.nttedt.co.jp/post/dips-20221205
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_ua_dips.html
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飛行日誌の作成の方法

特定飛行実施時には飛行日誌の作成が義務化

国交省は特定飛行以外も含めた、すべての飛行について飛行日誌の作成を推奨

飛行日誌は下記の3種類をすべてそろえる必要

➢ 特定飛行時に作成を怠った場合、10万円以下の罰金

➢ 国交省HPで公開されているフォーマットを使いやすいよう弊社で編集したフォーマットをご提供させてい
ただきます。ぜひご活用下さい！

国交省HP：https://www.mlit.go.jp/koku/content/001574394.pdf

弊社ダウンロードHP：https://www.nttedt.co.jp/doc

飛行日誌の作成

飛行日誌の種類

飛行記録 飛行ごとに飛行した内容を記載する

日常点検記録 飛行前点検など日常の点検のチェックリスト

点検整備記録 定期的な点検や整備・改造内容の記録

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001574394.pdf
https://www.nttedt.co.jp/doc
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事故・重大インシデントの報告が必要な事項と方法

すべての飛行について事故・重大インシデントの報告が義務化

→特定飛行に限らずすべての飛行で義務化

➢ 上記の事象が発生した場合、DIPS2.0より国土交通大臣に報告が必要

報告を怠った場合、30万円以下の罰金

※参考（現在報告されている事故・重大インシデントの事例）

https://www.mlit.go.jp/common/001585162.pdf

事故報告の義務

事故

人の死傷
（重症以上）

物件の破損
航空機との
衝突・接触

重大インシデント

人の負傷
（軽傷の場合）

制御が不能に
なった場合

航空機との
衝突・接触の

恐れがあった場合

発火した場合
（飛行中に限る）

https://www.mlit.go.jp/common/001585162.pdf
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負傷者発生時に行わなければならない事項

すべての飛行について負傷者の救護が義務化

→特定飛行に限らずすべての飛行で義務化

➢ 救護義務を怠った場合、2年以下の懲役または100万円以下の罰金

人命にかかわるため、他の運行ルールより厳しい刑罰が科される

負傷者発生時の救護義務

義務化された事項

負傷者の救護
（救急車の要請含む）

消防への連絡
消火活動

警察へ事故の
概要報告

引用：国土交通省 無人航空機レベル4飛行ポータルサイト
「https://www.mlit.go.jp/koku/level4/operation/」

https://www.mlit.go.jp/koku/level4/operation/


14

国家ライセンス制度の概要

無人航空機を飛行させるために必要な知識及び能力を有することを証明する制度（技能証明）

➢ レベル4飛行には一等資格必須 二等資格は条件を満たせば一部の申請が免除

・ 技能証明の試験は、国が指定する者（指定試験機関）が行う

・ 国の登録を受けた講習機関の講習を修了した場合は実地試験を免除

➢ 免許センターと自動車教習所の関係（直接試験も実施される）

・ 現在の登録講習機関一覧：https://www.mlit.go.jp/koku/content/001520574.xlsx

・ 技能証明は、一等（レベル４相当）及び二等に区分し、有効期間は３年

国家ライセンス制度とは

引用：国土交通省 レベル４飛行実現に向けた新たな制度整備
「https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf」

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001520574.xlsx
https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf
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技能証明の区分・種類について

基本資格のみでは限定の目視外・夜間飛行・25㎏以上は認められない

➢ 基本資格＋限定解除を行うイメージ

➢ 限定解除のためには、該当の飛行方法の追加講習を受ける必要がある

※同じ飛行区分であれば、同時申請可能（実地試験は別試験なので複数回受験の必要あり）

国家ライセンス制度の区分・種類

区分

回転翼航空機
（マルチローター）

※ドローン

回転翼航空機
（ヘリコプター）
※ラジヘリ

飛行機
※固定翼機

種類

基本
昼間・目視内飛行

限定
目視外飛行

限定
夜間飛行

限定
25kg以上

飛行させる機体によって3通りに区分

基本と限定変更3種類がある

※最大離陸総重量
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技能証明の必要講習時間について

登録講習機関での講習時間が定められている

初心者に比べ経験者の必要講習時間は約半分程度

講習内容について（座学）

国交省HPに基本的な教則が公開 各登録講習機関は基本教則にのっとって講義をする

1 無人航空機に関する規則

2 無人航空機のシステム

3 無人航空機の操縦者および運航体制

4 運行上のリスク管理

※基本的に一等、二等で同内容（レベル4飛行に関する項目の有無程度の違い）

国家ライセンス制度の講習について

初心者 経験者

座学 実地 座学 実地

一等資格（基本） 18時間 50時間 9時間 10時間

一等資格（限定解除） - 7時間 - 5時間

二等資格（基本） 10時間 10時間 4時間 2時間

二等資格（限定解除） - 2時間 - 1時間
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試験内容について（筆記）

基本教則の内容から出題

試験問題のサンプル

国家ライセンス制度の試験について

一等試験
三択式70問 ※計算問題も出題
試験時間75分間
合格点90％程度

二等試験
三択式50問
試験時間30分間
合格点80％程度

引用：国土交通省 無人航空機操縦者技能証明等
「https://www.mlit.go.jp/koku/license.html」

https://www.mlit.go.jp/koku/license.html
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試験内容について（実地）

100点の持ち点からの減点方式 終了時に一等80点、二等70点以上を持っていれば合格

➢ 特に二等試験は基本的な動作を確認する試験

・机上試験

模擬飛行計画が提示され、飛行計画設定時に留意する点を回答する（一等5問、二等4問）

・口述試験

飛行前点検（飛行区域の確認、作動前確認、作動後確認）を口頭にて行う

・実技試験

【一等資格】

・高度変化を伴うスクエア飛行

・ピルエットホバリング

・8の字飛行中の緊急着陸

【二等資格】

・高度変化なしのスクエア飛行

・8の字飛行

・横飛行時の緊急着陸

国家ライセンス制度の試験について

引用：首相官邸 小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会（第１８回）資料
「https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kogatamujinki/kanminkyougi_dai18/siryou1.pdf」

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kogatamujinki/kanminkyougi_dai18/siryou1.pdf


19

取得の流れ・費用について

受験する種類、方法によって取得の流れ・費用が異なる

国家ライセンス制度の取得手順・費用について

DIPS2.0にて本人確認手続き
「技能証明申請者番号」の取得

登録講習機関での
講習の受講

講習費用は
各登録講習機関により異なる

指定試験機関 ※（一財）日本海事協会にて
各種試験の受験

学科試験（一等9,900円、二等8,800円）・身体検査（5,200円）・
実地試験（区分により異なる）の実施 ※登録講習機関受講者は実地試験免除

DIPS2.0にて技能証明書交付申請（3,000円）

指定試験機関での
直接試験も受験可

【参考】二等資格（基本）を取得するのに必要な費用

➢ 登録講習機関を受講：講習機関受講料＋学科8,800円＋身体検査5,200円＋交付申請3,300円

➢ 直接試験を受験：実地20,400円＋学科8,800円＋身体検査5,200円＋交付申請3,300円

身体検査は運転免許証等を申請書類に添付した場合の費用
運転免許証等を添付しない場合19,900円
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取得のメリットについて

一等資格：レベル4飛行を行う人は必須

➢ レベル4飛行を行う予定が無い人は必須ではない

二等資格：条件を満たせば一部の申請が免除

➢ 条件を満たすためには機体認証が必須

➢ 現時点で機体認証を通過した機体は無し

➢ 今すぐの取得はメリットが・・・

【今後機体認証を通過した機体が増えてきた場合】

国家ライセンス制度について（まとめ）

農家
散布事業者

散布（物件投下）は申請免除の対象外
→取得しても現状通り申請が必要

点検事業者
DID、夜間飛行、目視外飛行の個別申請が免除
→申請に係る手間が一部軽減
→現状では対応機体が無い

撮影事業者
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許可・承認制度の合理化・簡略化を実施

➢ 「機体認証」を受け「操縦ライセンス」を持つものが「運行ルール」に従って飛行させる場合は

・ 飛行ごとの許可・承認を受ければレベル4飛行が可能

・ 条件を満たせばレベル1～3飛行の飛行ごとの許可・承認を不要

→本改正で 「レベル4飛行の解禁」「レベル1～3飛行の許可承認の簡略化」がなされた

承認手続きの簡略化（参考）

引用：国土交通省 レベル４飛行実現に向けた新たな制度整備
「https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf」

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf
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レベル1～3飛行で許可承認が簡略される条件とは？

→「カテゴリー」によって分類

➢ 許可・承認手続きの要否について飛行のリスクに応じ分類

・ カテゴリーⅢ：許可・承認手続きが必要

・ カテゴリーⅡ：許可・承認手続きの要否は場合による

※許可・承認手続きが必要なもの：カテゴリーⅡA

許可・承認手続きが不要なもの：カテゴリーⅡB（今回改正で不要化）

・ カテゴリーⅠ：許可・承認手続きは不要（従来より不要）

カテゴリーとは？（参考）

引用：国土交通省 無人航空機の飛行許可・承認手続
「https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html」

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html
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カテゴリーについて

どのカテゴリーに当てはまるかについて、国土交通省がフローチャートを公開

ポイントは「特定飛行か」「機体認証を有するか」「技能証明を有するか」

➢ 物件投下する場合、無条件で許可・承認手続きが必要

➢ 二等資格を取るメリットがあるのはカテゴリーⅡB飛行を行う方

カテゴリーフローチャート（参考）

カテゴリーⅡA

カテゴリーⅡB

引用：国土交通省 無人航空機の飛行許可・承認手続
「https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html」

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000042.html
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機体認証制度とは

➢ ドローンの機体製造者に向けた規制制度

・ 無人航空機の安全基準への適合性について検査する機体認証制度が創設

・ 量産機の設計を認証する型式認証と製造された機体それぞれの機体認証の2段構成

→型式認証を受けた機体については、機体毎に行う機体認証の際の検査の全部又は一部が省略

・ 機体認証・型式認証は、第一種（レベル４相当）と第二種に区分

・ 有効期間は、３年（第一種機体認証は１年）

機体認証制度について（参考）

引用：国土交通省 レベル４飛行実現に向けた新たな制度整備
「https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf」

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001478580.pdf
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各種分類の対応一覧表

カテゴリーⅢ飛行はすべて必須 カテゴリーⅡB飛行で飛行申請を省略する際は技能証明・機体認証必須

カテゴリーと技能証明・機体認証の対応（参考）

カテゴリーⅢ飛行

技能証明

レベル4飛行、第三者上空飛行

一等
ライセンス

機体認証

第一種
機体認証

飛行申請

カテゴリーⅡA飛行

空港周辺、150m以上、物件投下など

二等
ライセンス

第二種
機体認証

※必須 ※必須

※任意 ※任意

カテゴリーⅡB飛行

DID、目視外、夜間飛行、30m未満飛行

二等
ライセンス

第二種
機体認証

※ない場合
飛行申請必要

※ない場合
飛行申請必要

カテゴリーⅠ飛行

特定飛行にあたらない飛行

なし 不要

必須

不要
（技能証明・機体認証

を取得時のみ）
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【運行管理要件（運行ルール）の創設について】

◼ すべての飛行で求められる共通ルールの創設（レベル１～３飛行も含め必須）

・ 飛行計画の通報

・ 飛行日誌の作成

・ 事故・重大インシデントの報告

・ 負傷者救護義務

➢ 違反すると懲役・罰金刑が科される可能性がある

【国家ライセンス制度について】

◼ 国家ライセンス制度は一等技能証明、二等技能証明に分けられる

◼ 一等資格はレベル4飛行必須 二等資格は基本的な技能の取得に主眼

◼ 経験者の場合、講習時間が大幅に減少

◼ 二等資格で許可申請の一部免除を受けるには機体認証が必要

➢ 現状認証を取得した機体はない

➢ 物件投下（散布）は認証機であっても申請免除対象外

➢ 今後機体認証取得機が増えてきた場合、メリットのある事業者が増える可能性

まとめ



27NTTイードローンが運営するスクールについて

農業・点検・災害対策向けドローンスクール
Ｅ.Ｒ.Ｔ.Ｓ.

https://www.nttedt.co.jp/school/

https://www.nttedt.co.jp/school/
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